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研究成果の概要（和文）： 

安保理決議が法的拘束力を有するためにはいかなる要件を満たす必要があるかについて、主要

国の国連代表部の法律顧問を中心に聞き取り調査を行った結果、これまでの有力な学説が唱え

ていた要件、すなわち国連憲章第 7章の下の決議において「決定（decides）」されることが必

要であるという要件は、今日では必ずしも妥当しておらず、「決定」以外であっても、例えば「要

求（demands）」であっても法的拘束力を有するとする見解が広く共有されていることが判明し

た。 

 
研究成果の概要（英文）： 
Under this research project, a series of interviews have been conducted with legal 
advisors of major States’ permanent missions to the United Nations for the purpose of 
finding the legal requirements for a UN Security Council resolution or a paragraph thereof 
to have a legally binding effect. As a result, it is found that contrary to the prevailing 
opinions of the writers, decisions (paragraphs starting with “decides” in a resolution 
adopted under Chapter VII of the UN Charter) are not the only cases where they have a 
legally binding effect; demands (paragraphs starting with “demands” in a resolution 
adopted under Chapter VII) are also legally binding nowadays according to the views of 
major States.  
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１．研究開始当初の背景 
安保理決議が法的拘束力を持ちうることは
よく知られているが、いかなる要件を満たし
た場合に、法的拘束力を有することになるの
かについては、1971 年の国際司法裁判所
（ICJ）のナミビア事件・勧告的意見が一般
的な指針を示したものの、それに対して英仏
両国が異論を唱えるなど、見解の一致が見ら
れなかった。また、学説上は、国連憲章第 7
章の下で採択された決議における「決定
（decides）」は法的拘束力があるとの見解が
有力である。そのような中で、過去数年の間
に、「決定」以外であっても法的拘束力があ
るとの主張が散見されるようになったため、
この点の解明に関心を有するようになった。 
 
２．研究の目的 
法的拘束力を有する安保理決議は、条約に優
先する効力を有するとされる（国連憲章第
103 条）ことからも、この点のあいまいさは
大きな問題である。そこで、今日の安保理に
おいては、いかなる要件を満たした場合に、
法的拘束力があると考えられているのかと
いう点について調査研究することにした。 
 
３．研究の方法 
いかなる要件を満たせば安保理決議が拘束
力を有するのかについて、抽象的に議論して
もあまり意味がなく、現に安保理（あるいは
より広く国連）においてどのように捉えられ
ているのかが重要である。より具体的には、
主要な国連加盟国がいかなる見解であるの
かが重要であるので、主要国の国連代表部の
法律顧問に対して、直接にインタビューを行
うことで、この点に関する調査を行うことに
した。また、それに先立って、「決定」以外
であっても法的拘束力があると主張される
関連安保理決議について文献的な検討を行
い、それに基づいて質問票を作成し、インタ
ビューの実施につなげた。 
 
４．研究成果 
主要国の国連代表部の法律顧問へのインタ
ビューの結果、次の点が明らかとなった。ま
ず、主要国はいずれもこの問題に関して強い
関心を有している点で一致していたが、同時
に、主要国の間でもこの問題についていまだ
に見解の一致があるわけではないことが判
明した。しかし、多くの国が、有力な学説が
唱えているように、国連憲章第 7章の下にお
ける「決定（decides）」であることが、法的

拘束力を有する安保理決議の条件であると
は考えていないことも判明した。多くの国は、
「決定」以外にも「要求（demands）」であっ
ても（国によっては「要求（requires）」で
あっても）法的拘束力を有すると考えている。
そして、それは、2006 年の安保理決議をめぐ
る経緯が影響しているようであることも明
らかとなった。 
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